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継続のしおり

 

現在、認可保育所等に在籍していて、令和９年度も継続を希望する場合、期日までにお手続きが必要です。 

提出期間内に書類の提出がない場合は、継続の意思がないものとして、保育所等を退所していただくことになりますので、忘

れずにお願いいたします。 

※現在幼稚園・認証保育所等にお通いで新２号認定・新 3 号認定を受けている場合は別のお手続きが必要です。 

※令和８年度末に退所が決定している方は継続申請ではなく「退所届」をご提出ください。 

 

【受付期間・受付方法】 詳しくは P4～P5 をご覧ください。  

 受 付 期 間  受 付 方 法  

①きょうだい等 が令 和 9 年 度 4 月

入 所 新 規 申 請 する場 合  

10 月 20 日 （ 火 ） ～ 11 月 ５ 日 （ 木 ）  
※窓 口 受 付 は 10 月 30 日 （ 金 ） ～ 11 月 ５ 日 （ 木 ）  

・ 子 ども・ 若 者 政 策 課 窓 口  

・ 郵 送  

・ 電 子 申 請  

②保 育 料 の滞 納 のある方   

※市 役 所 に来 庁 必 須  

10 月 20 日 （ 火 ） ～ 10 月 29 日 （ 木 ）  

または  

11 月  ６ 日 （ 金 ） ～ 11 月 30 日 （ 月 ）  

・ 子 ども・ 若 者 政 策 課 窓 口 のみ  

③ 4 月 転 所 （ 転 園 ） 希 望 の 方

  

10 月 20 日 （ 火 ） ～ 11 月 30 日 （ 月 ）  

※不備・不足書類の締切も 11 月 30 日（月）のため  

早めの申請を推奨 

・ 子 ども・ 若 者 政 策 課 窓 口  

・ 郵 送  

・ 電 子 申 請  

④令 和 8 年 度 末 で保 育 所 等 を退

所 される方 （ 既 に退 所 を決 めている

方 ）  

10 月 20 日 （ 火 ） ～ 11 月 30 日 （ 月 ）  

※継 続 の書 類 ではなく退 所 届 をご提 出 ください。  

（ 在 籍 施 設 にも別 途 お伝 えください。）  

・ 子 ども・ 若 者 政 策 課 窓 口  

・ 郵 送  

・ 電 子 申 請  

⑤ 市 内 ・ 市 外 認 可 保 育 所 等 に 在

籍 している方 （ 上 記 ①～ ④以 外 の

方 ）  

10 月 20 日 （ 火 ） ～ 11 月 30 日 （ 月 ）  

市 内 在 籍 施 設 での受 付 は  

11 月 2 日 （ 月 ） ～ 11 月 10 日 （ 火 ）  

・ 子 ども・ 若 者 政 策 課 窓 口  

・ 郵 送  

・在 籍 施 設 での受 付 （ 市 内 のみ）  

 

【提出書類（必須）】※別途書類が必要な場合もあります。詳しくは P6～P7 をご覧ください。 

① 令和９年度教育・保育給付認定現況届及び入所継続申込書 (両面)  

② 保護者（父母）それぞれの「保育の必要性」を確認できる書類※法人格のない個人事業主の方は追加提出書類があります。 

③ 【該当者のみ】給付認定変更届※住所・世帯構成・就労状況等に変更があり、まだ子ども・若者政策課幼児教育・保育担当へ変更届を提出していない方 

※継続の書類は世帯で１部の提出で構いません。在籍施設に提出する場合、きょうだい別園（認可保育所等）であれば４歳児以下で 

一番上の子の施設にご提出ください。   

※窓口は大変混み合うため、郵送・電子申請等、他の提出方法を指定されている場合は、窓口受付以外の提出のご協力をお願いします。 

 ※子育てのための施設等利用給付（幼稚園の預かり保育・認証保育所等）の継続申請は別途お手続きが必要です。 

 

問い合わせ・提出先 

多摩市子ども青少年部子ども・若者政策課 幼児教育・保育担当 

 〒２０６－８６６６ 多摩市関戸６－１２－１ 電話０４２－３３８－６８５０（直通） 

令和８年 10月１４日発行 

令和９年度多摩市 

©多摩市 

電子版はこちら 
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目次 

申請様式(添付物) 

・令和９年度教育・保育給付認定現況届及び入所継続申込書 (両面) 

・就労証明書（２枚） 

・診断書 

・給付認定変更届（変更内容がある方のみ提出） 

※申請様式のエクセル版もございます。多摩市公式ホームページを確認してください。 

 

 

１．令和９年度の継続申請について 

保育所等の現況届及び入所継続手続きとは、法令に基づき、年度ごとに保育の必要性の事由の有無、入

所継続の意思の有無を確認するもので、毎年手続きが必要です。 

指定した期日までに書類の提出がない場合は、入所継続の意思がない・保育の必要性が確認できないも

のとして、保育所等を退所していただくことになりますので、提出期間内に忘れずに提出をお願いします。 

 

保育の必要性が確認できた方については、継続して在籍ができます。継続できることに対する通知は行いま

せん。保育の必要性が確認できない方やその他不明点がある場合、書類提出の催促・通知を行います。 
 

※子ども・子育て支援法に基づく「子どものための教育・保育給付認定（2・3 号）」又は「子育てのための施設等利用給付認定（2・3 号）」を

認定された方は、年に一度、認定事由に該当していることを確認するための「現況届」及び「保育の必要性を証明する書類」の提出が定められており

ます。 

 

入所後、保育の必要性がなくなった場合は、その月の末日をもって退所となります。 

また、特段の事由がなく2ヶ月間通園しなかった場合も退所となります。 

 

１ 令和９年度の継続申請について P.2 

２ 令和９年度のお知らせ P.3 

3 受付方法 P.4 

4 提出書類について P.6 

５ 継続申込み後のお手続きについて P.10 

６ 利用者負担額階層区分について P.15 

７ よくある質問 P.17 

 （参考）入所継続申請 提出書類チェック表  
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２．令和９年度のお知らせ 
 

（１）幼児教育・保育の無償化及び給食費の負担軽減について 

令和元年 10 月からの幼児教育・保育無償化、令和 5 年 10 月からの東京都保育料第２子無償化、令和７年９

月より東京都の保育料第１子無償化により、認可保育所等の保育料が全世帯で無償化となった一方で、給食の食材

料費については原則実費負担となりました。幼児教育・保育の無償化が行われて以降、多摩市では無償化以前の保育

料と給食費の差を鑑み対象者に給食費の負担軽減を行ってきましたが、給食費の保護者負担額の見直しに伴い、今後

は、年収３６０万円未満相当世帯について、公費負担で給食費を免除とする予定です。 

 

（２）保育室ぽけっとぽっけ（家庭的保育事業所）は令和 9 年度は休所となります 

令和８年度末（令和９年３月）で休所となるため、令和 9 年度の募集はありません。 

 

（３）こひつじ（家庭的保育事業所）は令和９年度末で閉所となります 

令和 9 年度末（令和 10 年 3 月）で閉所となる予定のため、令和 9 年度に０・１歳児で入所される場合は卒園

（２歳児の終わり）まで在籍することができません。ご了承の上、お申込みください。 

 

（４）教育・保育給付 支給認定証の発行について 

令和８年４月より住所変更による再発行は行っておりません。新しい住所で支給認定発行を希

望する場合は再発行の申請をしてください。なお、市で世帯情報の更新手続きのため、これまで通り

事由の生じた日から２週間以内に給付認定変更届の提出は必要です。 

育児休業中に育休対象児の新規申請をする場合は２ヶ月有効の支給認定証の発行となりま

す。また、育休対象児の兄姉の在園を続ける場合は P14をご確認ください。復職を確認後、期間を

更新した支給認定証を発行いたします。 

 

（５）認定こども園（２号認定）への転所申し込みについて 

 4 月 1 次受付で認定こども園２号認定（保育枠）を第１希望として施設に直接申し込みをして、転所が決定した場

合は、認可保育所等の 4 月 1 次受付では転所申請できません。（既に申請した場合は取下げとなります。） 

認定こども園２号の転所内定を持ったまま、認可保育所等に申請したい場合、4 月 2 次受付以降に転所申請としての

受付が可能です。（転所が決定した場合は元の園には戻れません。）詳しくは「令和 9 年度認可保育所等入所のしお

り」P45 をご覧ください。 

 

 

 

 

 

支給認定証 

再発行申請フォーム 
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3.受付方法 
 

①きょうだい等が令和９年度４月入所新規申請する場合 

以下の日程で令和9年度に新規で申請するお子さんと一緒に、継続申込書を郵送、電子申請、または窓

口にて提出することができます。 

新規申請書類と兼ねることができる就労証明書、診断書、税書類（該当者のみ）については、令和9年度

様式で作成し、継続申請の就労証明書・診断書・税書類は令和9年度様式の写しを添付してください。 

 

②保育料の滞納のある方 ※市役所に来庁必須 

世帯の保育料に未納額がある場合は子ども・若者政策課窓口にて、継続の手続きと併せて保育料の納付相談を行います。 

受付期間 
令和 8 年 10 月 20 日（火）～10 月 29 日（木） 

または 11 月 6 日（金）～11 月 30 日（月） 

受付時間 9:00～17:00（土・日・祝を除く） 

受付場所  子ども・若者政策課（市役所4階）※郵送不可 

提出書類 教育・保育給付認定現況届及び入所継続申請書類 

対象となる方 令和7年8月分までの保育料に1ヶ月分以上未納の状態がある方 

窓口で手続きしない場合は、入所継続ができない可能性があります。受付の際に、納付誓約（一括支払い

または分納）と児童手当からの充当の手続きが原則必要となります。押印が必要な書類がありますので印鑑を

持参してください。 

※保育料を納付したタイミングによっては、納付データの反映にずれが生じる場合がありますので、9月20日以降に納付をされた

方については、お問い合わせください。 

 

 現在の納付状況については照会可能なので、子ども・若者政策課までお問い合わせください。 

 

 受付期間 受付時間 提出場所 

郵 送 ・ 電 子

申請の場合 

令和 8 年 10 月 20 日（火）～ 

令和 8 年 11 月５日（木）消印有効 
 

〒206-8666 関戸６-12-１  

多摩市役所 子ども・若者政策課 

幼児教育・保育担当宛 

窓口の場合 
令和 8 年 10 月 30 日（金）～ 

令和 8 年 11 月５日（木） 

9 時～17 時 
（土・日・祝を除く） 

子ども・若者政策課横 

受付スペース 

令和 9年度認可保育所等

入所申請について 
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③４月転所（転園）希望の方 

令和８年度の入所継続と同時に他の保育所等に転園を申し込むことが可能です。 

提出方法は子ども・若者政策課へ郵送、電子申請、直接持参のいずれかとなります。※保育園には提出しないようにお願いいたします。 

受付期間 
1次：令和8年10月20日(火)～11月30日(月) 

 ※郵送の場合は必着、電子申請の場合は23:59までに申請完了 

不足書類締切日 4月1次：令和8年11月30日（月）消印有効 

受付場所 

（窓口の場合） 
子ども・若者政策課（市役所4階） 

窓口受付時間 9：00～17：00（土・日・祝を除く） 

提出書類 

※様式は公式ホーム

ページから印刷可 

送付宛名記載用紙(郵送での申請のみ) 

教育・保育給付認定現況届及び入所継続申請書類一式 

保育所等転所願＋年度間期間延長に関する確認項目（多摩市様式※希望者のみ） 

児童状況票  

育児休業中または個人事業主の方で育児による休業中の特例保育が適用されている児童が転所となっ

た場合は、転所月の翌月1日以前の復職が必要です。 

転所決定後は、いかなる理由があっても在籍している保育所に戻ることができませんのでご注意ください。 

※3歳児クラス以上でおだ認定こども園・認定こども園多摩みゆき幼稚園・認定こども園東京大谷幼稚園に第一希望で転園希望の

場合は、各認定こども園に直接入園希望を出してください。（申込日は各認定こども園に確認してください） 

 

④令和 8 年度末で保育所等を退所される方（既に退所を決めている方） 

退所届を郵送・電子申請・窓口にてご提出ください。 

まだ退所が未定の場合は、一旦継続申請をご提出ください。          退所届電子フォーム 
 

⑤市内・市外認可保育所等に在籍している方（①～④以外の方） 

●郵送と直接持参の場合 

受付期間 令和8年10月20日（火）～11月30日（月）※郵送の場合は必着です 

受付時間 9:00～17:00（土・日・祝を除く） 

提出書類 教育・保育給付認定現況届及び入所継続申請書類一式 

●在籍保育所等に提出の場合（市内認可保育所等に在籍の場合のみ） 

受付期間 令和8年11月2日（月）～11月10日（火） 

 申請書一式を入れた封筒の表面に、児童名・児童生年月日・施設名を記入し、提出してください。 

※不足書類がある場合は、その旨お申出ください。 
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4.提出書類について 

①【必須】令和９年度教育・保育給付認定現況届及び入所継続申込書 (両面)  

②【必須】保育の必要性を証明する書類※父母それぞれの証明をご提出ください。（ひとり親の場合は不存在を証明する書類） 

「保育の必要性」とは、保護者が仕事・病気等の理由により、「家庭で就学前子どもの保育が困難な状態」を指します。 

※【指定様式】・【多摩市様式】の書類は多摩市公式ホームページよりダウンロードできます。 

保育の必要性の事由 提出書類 入所ができる期間 

就労 

(就労内定） 

週１２時間以上の就労のた

め保育が必要 

 

【指定様式】就労証明書 

○内 定 者：認定月の中旬までに就労開始証明書の提出が

必要です。 

○個人事業主：P7 参照  

 ※個人事業主で必要書類がない場合、求職として審査します。 

就労期間 

 

出産 出産のため保育が必要 

母子(親子)健康手帳の表紙と 

分娩予定日のわかるページのコピー 

５ヶ月以内 

出産予定月とその月の前後２

ヶ月が対象になります。求職か

ら出産への変更はできません。 

疾病 

入院、その後通院が必要で保育

困難と診断されたため保育が必

要   

【多摩市様式】診断書 

※病院所定の診断書では受付できません。 入院、通院期間 

自宅療養で保育困難と診断され

たため保育が必要   
療養期間 

障がい 

身体障害者手帳４級以上、愛

の手帳、精神障害者保健福祉

手帳所有者のため保育が必要 

身体障害者手帳、愛の手帳、 

精神障害者保健福祉手帳の表裏両面のコピー 
該当期間 

看護 

介護 

週１２時間以上の入院や通

院等で付き添いを要するため

保育が必要 

・被看護・介護者の【多摩市様式】診断書または、要介護認定

書・身体障害者手帳等のコピー 

・平均的な一週間の看護介護のスケジュール（被看護・介護者

と別居の場合）（任意様式） 

看護・介護に要する

期間 

就学 

週１２時間以上の就学のた

め保育が必要 

・学生証（写）または在学証明書（在学期間や有効期限の記

載のあるもの） 

・就学期間とカリキュラムがわかる書類（学校教育法に定める学

校でない場合） 

就学期間 

不存在  

下記のいずれか１点（コピー可） 

・マル親医療証 

・戸籍謄本（写） 

・ひとり親制度認定通知 

・児童扶養手当証書 

・離婚届受理証明書（離婚後 3 ヶ月以内に限る） 

・調停期日通知書 

ひとり親である期間 

その他 

災害復旧にあたっている・虐待・Ｄ

Ｖのおそれがあるため保育が必要・

その他特例 

個別にお問い合わせください。 

保育を要する期間 

【特例】 

求職 

継続的な求職活動を行ってい

るため保育が必要 

申請書裏面の「家庭状況について」のうち、「保育を必要とする理

由」の求職に☑を付けてください。 

３ヶ月以内 

【特例】 

育児休業 

※育休中は保育の必要性がなくな

りますが、お子さんの保育の継続性

の観点から、特例的に在籍を認め

ています。 

必要書類：【指定様式】就労証明書・ 

【多摩市様式】復職証明書（復職後） 

育児休業の対象の児童

が満１歳に達して最初に

迎える４月末まで 
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③該当者のみ必要な書類 

産前産後休暇・育児休業を 

取得している(する予定の)方 
就労証明書（指定様式）（No.8～11・16の欄へ記入） 

個人事業主の方で育児によ

る休業中の方 

※右記のいずれか1点（写） 

【個人事業主用】育児による休業取得証明書 

① 会社の登記事項証明書または個人事業主の開業届 

② 営業許可証 

③ 事業所得が記載されている確定申告の写し(第一表および第二表) 

④ 委託契約書等 

個人事業主の方 

（法人格がなく、会社等に属さな

い就労者、個人事業主の方） 

 

法人格を持たない個人事業主は就労証明書（指定様式）と下記の書類を提出してください。 

●下記の書類を提出できない場合は原則就労要件として審査・認定をすることはできません。 

●A のみしか提出できない場合は原則入所次第就労を開始する内定者として審査・認定を行い

ます。 

 提出依頼書類 

必要書類 事業所得が記載されており、税務署に申告している直近の確定申告の写し（第

一表および第二表） 

※マイナンバーが入っている場合、マイナンバー部分は黒塗りしてください。 

入所申請日から 1 年以

内に個人事業主になっ

た方で、確定申告書が

提出できない場合 

A,B から 1 つずつ

必須 

A (1)開業届 (2)営業許可証 等 事業の実態がわかるもの 

(事業ホームページ、名刺、事業のパンフレットなども可。) 

B (1)確定申告のための帳簿(直近3ヵ月までのもの) (2)請負契約書 

 (3)業務委託契約書 等 事業の収支のわかる書類 

これから個人事業主

になる内定の場合 

A のみ提出必須。B の収入のわかる書類は次年度現況届および継続申請の際

に提出してください。 
 

20歳以上65歳未満の同居

者がいる方 

20歳以上65歳未満の同居者の保育の必要性の事由を証明する書類（令和9年度中に転所

申請を希望する場合） 

転園希望の方 

① 送付宛名記載用紙（郵送の場合のみ必要） 

② 保育所等転所願・年度間期限延長届（多摩市様式） 

③ 児童状況票 

令和9年度は継続入所しな

いことが決まっている方 

（市外転居や、新年度から

幼稚園に通うため等） 

○退所届（子ども・若者政策課窓口、郵送、または電子申請で提出） 

令和8年11月30日（月）までにご提出ください。 

※退所届を提出する場合、継続申請は不要です。 

※退所届の取り下げはできません。 

令和9年1月1日時点で多摩

市に住民票がない場合 

令和9年6月頃に1月1日時点の居住自治体で発行される 

令和9年度市町村民税課税・非課税証明書（写） 

もしくは令和9年度市町村民税納税通知書（写） ※6月以降にご提出ください。 

同居者に手帳等がある場合 その方の手帳の写し（給食費等が軽減される可能性があります。） 
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記入例（継続申請書） 

 

住所 　〒２０６　－　

フリガナ

氏名

生年月日
（R9.4.1.現在の年齢）

年 月 日 （ 4 歳） 年 月 日 （  歳） 年 月 日 （  歳）

在籍施設名

- - その他（　　　　　　　　　　　　）

- - その他（　　　　　　　　　　　　）

その他（　　　　　　　）

その他（　　　　　　　）

その他（　　　　　　　）

その他（　　　　　　　）

同意確認欄

令和9年1月1日時点で、多摩市に住民登録がありますか。

R9年度申請現在の保育状況

日8 9

多摩市 関戸６－１２－１

続柄
（申込児童を基準）

生年月日 年齢
（R9.4.1現在）

フリガナ

11 月令和 年

看護・介護 就学

教育・保育給付認定現況届及び入所継続申込書

令和9年度版

ひとり親の場合は、ひ
とり親の証明書類（児
童扶養手当証書等）を

添付してください。

姉

に住民登録があります。

に住民登録があります。
日野

*必ずご記入ください

タマ　ハナコ

出産

疾病 看護・介護 就学

不存在

不存在

税情報等の提供について

H28.6.5

000 0000 0000

在園児童以外の未就学児がいる場合のみ記入

10

世帯分離・住民票・戸
籍関係に関わらず、
同一住所に居住して
いる場合は記入してく

ださい。

在
籍
児
童

多摩　丸子

タマ　マルコ

多摩保育園

R4 5 20

　次のとおり、施設型給付費・地域型保育給付費等教育・保育給付認定現況届及び入所継続の申込みをします。

８６６６

多摩　桜

（電話番号） １１１

昨年と変わらな
くても必ず記入
してください。

弟 R6.9.3

父母のいずれかが単
身赴任等で別居して
いる場合は、名前の

後に（別居）と記載し、
職業欄に住所も記入

保
護
者

１
*必ずご記入ください（電話番号）

S63.5.8

1111

多摩　花子
母 H2.6.8 36

多摩　太郎
父

1111

38

タマ　タロウ

名前

母親

保
護
者
２

有 無

　同意します

令和9年1月1日時点では、

令和9年1月1日時点では、

いいえの
場合記入

→

担当ケースワーカー名

 多摩市が保育施設（施設型給付費・地域型保育給付費等）の教育・保育給付認定に必要な市民税の情報（同一世帯者を含む）や、税情報について根拠となる申請書等及び世帯情報を閲覧すること。ま
た、その情報に基づき決定した利用者負担額・給食費補助について、特定教育・保育施設等に対して提示することに本書の提出をもって同意します。

生活保護

父親

同
居
者
　

※
上
記
の
在
籍
児
童
を
除
く

就労 求職 出産

氏名

本申込書の有効期間：令和10年3月末日まで

多摩市長　殿
市使用欄

※いいえを選んだ方は、令和9年1月1日に住民登録のあった市区町村で令和9年6月頃に発行される令和9年度市町村民税課税・非課税証明書
   （写）または令和9年度納税通知書をご提出ください。
※父母ともに非課税で、親族・その他同居者と同居している場合は、その方の税書類も提出していただく場合があります。

保育の必要性の事由
（児童の場合、その他カッコ内へ所属施設名を記入）

就労 求職 出産

就学看護・介護疾病

不存在

就労 求職

タマ　サクラ

疾病

求職 出産

疾病 看護・介護 就学

不存在

就労 求職 出産

2

タマ　ジロウ

多摩　次郎

就労

不存在

疾病

1.自宅保育   　2.認証保育所
3.一時保育   　4,市外認可保育所
5.その他　（　　　　　　　　　　　　）

番号で記入→ 1

看護・介護 就学

不存在

就労 求職 出産

疾病 看護・介護 就学

はい

いいえ

はい

いいえ

有

無

市

町

区

村

市

町

区

村

記入例
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家庭状況に関する提出書類等確認表

就
労

求
職

出
産

疾
病

障
が
い

看
護

介
護

就
学

災
害

不
存
在

特
例

そ
の
他

就
労

求
職

出
産

疾
病

障
が
い

看
護

介
護

就
学

災
害

不
存
在

特
例

そ
の
他

以下のすべての項目について、「はい」か「いいえ」に✔を付けてください。また、「はい」の場合は右記の手続きを行ってください。

No No

1 6

父 母

3 8

4 9

5 10

保育所等入所継続申込承諾事項

No

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

15

代表保護者 保護者２

保育の必要性

✔を記入⇒

代表保護者・保護者２に
ついて、それぞれ保育の
必要性を証明する書類
を添付してください。（継
続のしおりP6～P7参照）

ひとり親世帯ですか。2

下記のうちいずれか１点の提出
○マル親医療証　〇戸籍謄本
〇児童扶養手当証書
〇離婚届受理証明書
〇ひとり親制度認定通知書

父母のどちらか、またはともに、親族
（３親等以内）の経営する事業所で就
労をしていますか。

7

下記の該当箇所への記入

保育の必要性の事由について、それ
ぞれで証明する書類の提出

「教育・保育給付認定現況届及び入所
継続申込書」の該当同居者に現在の
状況を記入
【求職に準ずる方の場合】求職または
その他に〇を付ける
【保育の必要性の要件がある場合】該
当の要件に〇を付け、要件書類を提
出

就労証明書（指定様式）を提出後、就
労開始してから「就労開始証明書」を
提出

はい いいえ

親族が経営している事業所で就労して

上記の者から見た経営者の続柄 （　母　　）

いる方

【入所継続の通知】
保育の必要性を確認できた方については、継続できることに対する通知は行いません。

【３歳児クラス以降の給食費について】
３歳児クラス以降の保育料は無償となりますが、給食費の徴収がありますので詳細は各園にお問い合わせください。年収360万円未満相当世帯等については、公費負担となり
ますので徴収が免除となります。給食費補助をする算定を行うために世帯員の課税状況を参照します。
また、給食費は、月単位での支払いです。月の途中での退所または１日も通所しなくても１ヶ月分の給食費を施設へ納付してください。

P.2

P.17

【令和7年8月以前の保育料滞納の督促・差押え等】
保育料を滞納すると、督促状の送付に始まり、保育所を通じての納付催告、児童手当からの充当、地方税法の例により差押え等の滞納処分を行います。

【提出日前後に離職するために、求職活動中または内定で申込む場合】
３月中に会社を辞める等、「求職中」で４月以降入所継続をした場合、３ヶ月間の期限付き入所となります。３ヶ月以内に就労を開始し、就労証明書を提出する、「内定」の場合
は、就労開始後２週間以内に、「就労開始証明書」を提出することで、引き続き在籍することが可能になります。ご提出いただけない場合は、月末をもって退所となります。
また、当年度中に保育の必要性がなくなる場合は、当年度中に保育の必要性を示す要件書類の提出が必要となります。翌年度４月以前の保育の要件がない場合は、退所と
なりますので、必ず当年度の手続をしてください。

【育児休業または自営業の方で育児による休業期間中の特例保育について】（既に認可保育所等に在籍児童がいて、今回新規申請をする場合）
第二子以降の出産に伴い仕事を離れる場合は、保育の必要性がなくなるため、在籍児は原則退所となります。
ただし、①第二子以降の出産のために育児休業を取得する方で②育児休業法に定める育児休業を取得する方、自営業の場合は自営業であることがわかる書類の提出でき
る方で、③児童が実際に勤務していた期間（休業開始前）に在籍していた保育施設に継続して在籍する④育児休業を取得した事業所へ復帰をする場合に限り、特例保育を認
めています。
上記①②③④に該当する場合、第二子以降が満１歳に達して最初に迎える４月末日まで、在籍児の在籍を認めています。
※４月末日を超えて育児休業を取得する場合は、在籍児童は３月末日をもって退所となります（在籍児が５歳児クラスまたは第二子以降が待機児童となっている場合を除く）。

P.17

P.14

【申込後の内容の変更手続き】
家庭状況の変更（住所・代表者・結婚・離婚・同居者の増減等）、保育の必要性の事由の変更（就労・疾病・就学・求職・育児休業等）があった場合は、分かり次第、速やかに提
出してください。理由なく届出がない場合や、確認時点で保育の要件がなかったことが判明した場合、退所となります。

【傷病等により配慮を要する児童になった場合】
入所後、お子さんが傷病等により、障害者手帳の交付を受けたり、医療的措置が必要となるなど、配慮を要する児童となった場合、医療機関において集団保育が可能かの確
認をいただくと共に、在籍保育所及び子ども・若者政策課に連絡をお願いします。

【令和9年度中の申込み内容の変更手続き】
入所継続の手続きは、令和9年４月１日以降の保育の必要性の事由の確認のためのものです。
令和9年度中の申込み内容の変更については、継続申請の書類で変更手続きはできません。別途変更の届出が必要です。理由なく届出がない場合は、退所になることがあり
ますので、ご注意ください。令和9年度の就労証明書や診断書のコピーで令和8年度の変更ができます。継続の書類を提出する前にコピーをして手続きをしてください。

P.11

【入所継続ができない場合】
申請内容に虚偽が認められる場合または申請内容が事実と異なる場合は、入所継続・転所決定を取り消すことがあります。なお、転所が決定した方については、元の施設に
戻ることができないため、退所になりますのでご注意ください。

【提出方法の確認】
保育料の滞納のある方、４月の転所（転園）希望の方は、必ず期限内に子ども・若者政策課窓口で申込みください。
市外保育所等在籍児童、市内保育所等在籍児童、４月入所申請児童がいる方は、それぞれ受け付け期間と提出方法を確認し、提出してください。

【書類の不備】
保育の必要性を証明する書類（就労証明書など）の記載内容に不備等があった場合は、「求職」になります。

P.4
～5

【申請内容の確認】
提出された内容の確認のために、必要に応じて住民基本台帳に記載された情報や、世帯員の課税状況、障害者手帳の有無や等級等を、公簿により閲覧します。

【保育所等・関係機関との情報交換】
保育の必要性及び緊急連絡先の確認のため、保護者の状況等を在籍する施設・関係機関と情報交換を行います。

【退所になる条件】
保育の必要性の事由がなくなったとき、または保育の必要性の事由があっても２ヶ月間連続して保育所等に通所しない場合は、退所になります。 P.2

申込みにあたって、以下のすべての項目について承諾していただく必要があります。すべての項目を確認し、内容確認欄に✔を付けてください。不明な点は、必ず関連するしおりのページを参照いただく
か、子ども・若者政策課までお問い合わせください。多摩市では、場合によっては退所という厳しい対応をしております。個人的な事情には、配慮できかねる場合もありますので、十分ご承知おきください。

内容確認欄項目 しおり

「はい」の場合に必要な手続きはい いいえ

給付認定変更届または保育の必
要性の事由を示す書類の提出

離婚前提であることを証明する書
類の提出
【例】〇調停期日通知書
〇担当弁護士が証明する書類等

「教育・保育給付認定現況届及び
入所継続申込書」の同居者欄に、
その方の氏名等を記入

教育・保育給付認定現況届及び
入所継続申込書（本紙）を直接、
子ども・若者政策課に提出
*その際に納付誓約の手続きをお
こない、滞納分に支払い方法につ
いて相談をしてください。既に一括
納付済みの場合は領収書をお持
ちください。

離婚を前提としており、かつ別居中（住基
が別）ですか。

同居している保護者以外の親族（20歳
以上65歳未満に限る）の方がいます
か。

就労内定者ですか。

「はい」の場合に必要な手続き

所有している手帳（写）の提出

ひとり親世帯（3の離婚前提含む）の方
→お子さんの他に同居者はいますか。
*該当しない場合、いいえに✔を付けてくだ
さい。

保育料の滞納がありますか。
（審査時点。在園・卒園・退園児滞納分含
む）

項目

子ども・若者政策課に最後に申請した内容
（住所、世帯人数など）と、今回の申請内容
に変更がありますか。

項目

同居者の中で身体障害者手帳、愛の
手帳または精神障害者保健福祉手帳
を所有している方がいますか。

保育の必要性の事由が一人につき、2
つ以上重複してありますか。
（就労と障害・就労と介護等）

記入例
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記入例（就労証明書） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宛 証明日 西暦 2026 年 月 日

042 - -

042 - -

下記の内容について、事実であることを証明いたします。

※本証明書の内容について、就労先事業者等に無断で作成し又は改変を行ったときには、刑法上の罪に問われる場合があります。

No.

☑ 農業・林業 □ 漁業 □ 鉱業・採石業・砂利採取業 □ 建設業 □ 製造業 □ 電気・ガス・熱供給・水道業

□ 情報通信業 □ 運輸業・郵便業 □ 卸売業・小売業 □ 金融業・保険業 □ 不動産業・物品賃貸業

□ 学術研究・専門・技術サービス □ 宿泊業・飲食サービス業 □ 生活関連サービス業・娯楽業 □ 医療・福祉

□ 教育・学習支援業 □ 複合サービス事業 □ 公務 □ その他（ ）

年 6 月 8 日

3 □ 無期 ☑ 有期 年 4 月 1 日 （始） ～ 年 11 月 31 日 （終）

□ 正社員 ☑ パート・アルバイト □ 派遣社員 □ 契約社員 □ 会計年度任用職員 □ 非常勤・臨時職員 □ 役員

□ 自営業主 □ 自営業専従者 □ 家族従業者 □ 内職 □ 業務委託 □ その他( )

月 火 水 木 金 土 日

☑ ☑ ☑ ☑ ☑ □ □

日 日

時 分 ～ 時 分 （うち休憩時間 1 時間 分）

時 分 ～ 時 分 （うち休憩時間 時間 分）

時 分 ～ 時 分 （うち休憩時間 時間 分）

□ 月間 □ 週間 分 （うち休憩時間 時間 分）

□ 月間 □ 週間

時 分 ～ 時 分 （うち休憩時間

年 月 年 月 年 月

時間／月

□ 取得予定 □ 取得中

年 月 日 年 月 日

□ 取得予定 □ 取得中 ☑ 取得済み

年 6 月 1 日 ～ 年 5 月 31 日

□ 取得予定 □ 取得中 □ 取得済み □ 介護休業 □ 病休 □ その他（ ）

年 月 日 ～ 年 月 日

11 □ 復職予定 ☑ 復職済み 年 月 日

☑ 取得予定 □ 取得中 年 12 月 1 日 ～ 年 3 月 31 日

時 分 ～ 時 分 （うち休憩時間 5 時間 0 分）

13 □ 有 □ 有（予定） ☑ 無

14 □ 有 ☑ 有（予定） □ 無 □ 未定

15 □ 可 □ 可（予定） □ 否

16 □ 可 □ 可（予定） □ 否

17 年 月 日 年 月 日

18

年 9 月 3 日

年 月 日

年 月 日

時間時間180 20

多摩市長

生年月日

生年月日

備考欄
※保育所に入所後に勤務日時が変
わる場合は、この欄に【変更開始日・
変更後の勤務日数・時間・月合計就

労時間】を記入してください。

児童名

理由

0

入所内定時育休短縮可否

単身赴任期間（予定含む） ～

育休延長可否

復職（予定）年月日 2026 6

就労証明書

分）

19
保護者記載欄

※この欄のみ事業主の方ではなく、
保護者の方がご記入ください。

・2026年6月1日に復職したが、子の体調不良により6月1日～6月15日まで有給休暇取得で対応し
勤務実績なし。

・2026年12月1日より正社員に雇用形態を変更予定。勤務日数：平日月20日、時間：9時～17時
（ただし育児時短予定あり。上記No.12参照）月合計就労時間：160時間（育児時短除く）

利用中□ ☑ 申込中（第一希望）

□ 利用中 □

施設名

多摩保育園

施設名

多摩保育園

保育士等としての勤務実態の有無

（雇用契約の）満了後の更新の有無

主な就労時間帯
・シフト時間帯

10 0 16

生年月日

2024多摩　次郎
児童名

児童名

申込中（第一希望）

□ 利用中 □ 申込中（第一希望）

施設名

※保護者の方は事業所による作成後、間違いがないかご確認の上、提出してください。

1

12
育児のための短時間
勤務制度利用有無

※取得予定を含む

期間 2026

7
就労実績

※日数に有給休暇を含み、
時間数に休憩・残業時間を含む

10 産休・育休以外の休業の取得
期間

9 育児休業の取得
※取得予定を含む 期間 2025 2026

8 産前･産後休業の取得
※取得予定を含む 期間 ～

2026 8 2026

時間

7

日／月 180 時間／月 22 日／月 19819 日／月 171 時間／月 21

年月 2026 9 年月

就労日数 日

主な就労時間帯
・シフト時間帯

分）

0

　　就労時間
　　　　　(変則就労の場合)

合計時間 時間

日祝

土曜

（うち休憩時間

5 雇用の形態

6

　　就労時間
　　　　　　(固定就労の場合)

祝日 合計
時間 月間

□

一月当たりの就労日数 月間 20 一週当たりの就労日数 週間

0 分

5

平日 8 0 17

雇用(予定)期間等 期間  （無期の場合は雇用開始日のみ） 2015

4 本人就労先事業所
名称

住所

2

フリガナ タマ　ハナコ

本人氏名 多摩　花子 生年月日 1990

2027

項目 記載欄

1 業種

記載者連絡先

6850

6850

338

338

2027

事業所名 たま株式会社　聖蹟支店

電話番号

担当者名 唐木田　たま子

代表者名 認可　三郎

所在地 多摩市関戸6-12-1

10 10

年月

２０２７年度（令和9年度）様式

※必ず事業者（雇用主）の方がご記入ください。

※訂正したときは、事業者の訂正印を押してください。（修正液等での訂正は無効）

※法人格のない個人事業主の方は確定申告の写し（第１表・第２表）等添付書類が必要です。

※必ず裏面の記載要領に沿ってご記入ください。

その他ご不明の場合は下記にお問い合わせください。

※No.2、3、5、6、7は必ず記載のうえ、ご提出ください。

問い合わせ先：多摩市子ども・若者政策課 幼児教育・保育担当 042-338-6850（直通）

育
児
休
業
法
に
定
め
る
部
分
休
業
（育
児
時
短
）を
取
得
す

る
場
合
は
こ
の
欄
に
は
契
約
時
間
を
記
入
し
、No

.

12
欄
に

も
ご
記
入
く
だ
さ
い
。

記入例

有効期間は市受領日以前３ヶ月以内です。

必ずご記載ください。

法人格をもたない個人事業主は別途確定申告書等

添付書類が必要です。

有期の場合、下記No.14「満了後の更新予定の有無」も記載

※派遣社員の場合、申請書A裏面のNo.12の記載が必須。

（派遣先決定無の場合は求職要件での審査となります。）

育休取得中の場合は、産休・育休前の実績をご記載ください。

No.3雇用期間が、有期の場合記載が必ず必要です。無・未定⇒再更

新になったタイミングで新たな就労証明書か、契約書の写しの提出が必

要となります。

再契約がなかった場合は、別の就労先の就労証明書の提出か求職に切

り替えが必要です。

この欄についてはどのように書かれていても審査に影響はありませんが、育休短

縮否になっている場合でも、入所決定したら必ず復職していただくこととなるの

でご了承ください。

入所後に勤務日数・時間が変わる場合は、

この欄に変更後の契約を記入し、No.6に

は証明日時点の契約をご記入ください。

シフト制・フレックスタイム制の場合は変則就労として、主な就労時間帯をご記載ください。

保育所入所日時点で介護休暇や病休取得中で就労をお休みしている場合は保育の必要性が「介護・看

護」や「疾病」となるため、必要書類が異なります。（しおりP13参照）
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５.継続お申し込み後の手続きについて 

（１）家庭状況等の申込み内容の変更  

申込み内容に変更があった場合は、市役所子ども・若者政策課に連絡の上、該当の書類を提出してください。

（様式は公式ホームページから印刷できます） 

 変更内容 提出が必要な書類 

家

庭

状

況 

保

育

の

必

要

性

の

事

由 

住所・代表者・氏名・電話番号 給付認定変更届 

家庭状況 

① 同居家族の増減 

② 結婚 

③ 離婚 

④ 離婚を前提とした別居をして、家庭裁判所による離婚調

停を開始した場合 

多摩市子ども・若者政策課に連絡 

（共通）給付認定変更届 

 

※他、状況により必要書類の提出をお願いします。 

保護者の勤務状況 

① 転職 

② 求職からの採用内定または、就労を開始した場合 

③ 勤務先や勤務時間・日数の変更等 

 

④ 採用内定から勤務開始 

⑤  保育所等入所後、勤務時間が変わると申請している

方 

 

①  

②   就労証明書（指定様式） 

③  ※個人事業主の場合追加書類（P7参

照）があります。 

④ 就労開始証明書 

⑤ 勤務時間増減確定証明書 

※実際に勤務時間が増えてから提出してください。 

 

申

請

内

容

の

変

更 

仕事を辞めた場合（求職要件に切り替える場合） 給付認定変更届 

① 産前産後休暇・育児休業の取得 

② 個人事業主の方で育児による休業の取得 

① 就労証明書（指定様式） 

②  【個人事業主用】育児による休業取得証明

書（P7参照） 

① 産前産後休暇・育児休業から復職 

② 個人事業主の方で育児による休業からの復職 

① 復職証明書 

② 復職証明書（個人事業主用）   

その他保育の必要性の事由 多摩市子ども・若者政策課へ連絡 

※状況により、必要書類の提出をお願いします。 

転所の必要がなくなった 取下書 

そ

の

他 

希望園の追加または順位変更 希望保育所等追加変更届 

市町村民税の課税額が変更になったとき 税額が変更になったと分かるもの 

※課税証明書(写) 

確定申告書の第1表・第2表(写) 等 

継続の書類は令和9年4月1日時点の保育の必要性を確認するものです。そのため、入所継続申込書での

申込み内容の変更はできません。令和8年度中に変更があった場合は、別途変更手続きを行ってください。 

【就労証明書や診断書は令和9年度のものであればコピーで令和８年度の変更手続きができます。必ず継

続の書類の提出前にコピーをしておいてください。】 

変更内容により、入所期間や保育料、支給認定が変更になる場合があります。また提出した日付によって、

変更開始日が異なる場合があります。変更が分かり次第速やかに届出をしてください。 
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（参考）給付認定変更届の記入例 

 

現在の仕事を令和 8 年 12 月 31 日で辞めて継続的な求職活動を行う場合 

以下の場合は、「就労」要件で認定が令和 8 年 12 月 31 日までとなり、令和 9 年１月１日から「求職」

要件で３か月認定されます。 

 

変更事項 異動前（旧） 異動後（新） 

☑ 保育の必要性の 

 事由の変更※１ 

 （□父  □母） 

↑要件変更となる方を ☑ 

☑ 就労※２  □育児休業 

□求職活動  □妊娠・出産 

□疾病・障害 □介護・看護 

□就学     □その他（   ） 

□就労※２  □育児休業 

☑ 求職活動  □妊娠・出産 

□疾病・障害 □介護・看護 

□就学     □その他（  ） 

※１ 保育を必要とすることの証明書類をご提出ください。 

※２ 仕事を辞めた場合は退職日を記入してください。【令和   8年  １２月  ３１日】 

 

 

市内転居をしたこと等により世帯構成（同居人）が変更となった場合 

市内の転居をした際には、給付認定変更届により住所の変更手続きをする必要があります。それに伴い、世

帯構成（同居人）が変更となった場合は併せて変更の手続きが必要となります。 

 

変更事項 異動前（旧） 異動後（新） 

☑ 住所  多摩市～（異動前の住所） 多摩市～（異動後の住所） 

☑ 世帯構成（同居人） 

  【児童からみた続柄を記入】 

父・母・祖父・祖母・子・子 父・母・子・子 

 

 

単身赴任により世帯構成（同居人）が変更となった場合 

単身赴任により世帯構成（同居人）が変更となった場合は、給付認定変更届により世帯構成（同居

人）の変更手続きをする必要があります。 

 

変更事項 異動前（旧） 異動後（新） 

☑ 世帯構成（同居人） 

  【児童からみた続柄を記入】 

父・母・子・子 母・子・子・父（別居） 

 

 

令和８年４月に保育の必要性がない場合 

 

変更事項 異動前（旧） 異動後（新） 

☑ 保育の必要性の 

 事由の変更※１ 

 （□父  □母） 

↑要件変更となる方を☑ 

☑ 就労※２  □育児休業 

□求職活動  □妊娠・出産 

□疾病・障害 □介護・看護 

□就学     □その他（   ） 

□就労※２  □育児休業 

□求職活動  □妊娠・出産 

□疾病・障害 □介護・看護 

□就学  ☑ その他（要件なし） 

※１ 保育を必要とすることの証明書類をご提出ください。 

※２ 仕事を辞めた場合は退職日を記入してください。【令和  ９年  ３月  ３１日】 
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（2）転所（転園）の希望  

保育所等の転所（転園）を希望する場合は、「保育所等転所願」を提出してください。 

希望保育所等に空きが生じた場合に利用調整を行います。なお、転所決定後の辞退は一切できず、元

の園にも戻れないことを予めご了承ください。また、転所決定から転所までの間に、保育の必要性等に変更

が生じ、指数(指数が同位の場合優先順位を含む)が低くなる場合は、退所となることがあります。 

提出書類 ・保育所等転所願(多摩市様式)＋年度間期間延長届(多摩市様式※希望者のみ) 

・児童状況票（多摩市様式） 

・送付宛名用紙（多摩市様式）（※郵送提出の場合必要です） 

提出場所 

（窓口の場合）多摩市役所4階子ども・若者政策課  

（郵送の場合）〒206-8666 関戸６-12-１ 多摩市役所子ども・若者政策課 幼児教

育・保育担当宛 

（電子の場合）多摩市公式ホームページを確認してください。 

受付期限 転所希望月の申込み受付期間（令和9年度認可保育所等入所のしおりP10-12参照） 

※育児休業中または個人事業主の方で育児による休業中の特例保育が適用されている児童が転所となった

場合は、転所月の翌月1日以前に復職が必要です。 

※3歳児クラス以上でおだ認定こども園・認定こども園みゆき幼稚園・東京大谷幼稚園に第一希望で転園希

望の場合のみ、各認定こども園に直接入園希望を出してください。（申込日は認定こども園に確認してくだ

さい）継続の書類は、市内保育所等在籍児童と同様に子ども・若者政策課または施設に提出してください。 

（3）傷病等により配慮を要する児童となった場合   

入所後、お子さんが傷病等により、障害者手帳の交付を受けたり、医療的措置が必要となるなど、配慮を

要する児童となった場合、医療機関において集団保育が可能かの確認をしていただき、在籍保育所等及び子

ども・若者政策課に連絡をお願いします。 

 障がいや症状の程度、必要となる保育士の配置等によっては、入所の継続をお受けできないこともありますの

で、ご了承ください。 

（4）市外への転居  

多摩市を転出後も今と同じ多摩市内保育所等に継続して通所したい場合（転出継続） 
 

 

 

 

 

 

 

 

※多摩市在住中に、転居先の保育所等へ入所申込みをする場合は、『令和9年度認可保育所等入所のしおり』P27 

「12 市外保育所等への入所申込み」 をご覧ください。 

市外 

転居 

決定 

多摩市での手続き 

①保育所等に転出する旨を連絡 

②住民票の転出手続きを行う 

③子ども・若者政策課に退所届を提出 

 （多摩市民としては退所をする意味） 

 

転居先での手続き 

①転入手続きを行う 

②転居先の役所で、多摩市の 

保育所等への継続入所申請を行う。 

（転出先自治体市民として継続する意味） 

同月内に手続きを必ずしてください 
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②Ａ園に在籍 

4/1～決定園に入所 

待機 

（５）産前産後休業・育児休業を取得する 

① 育児休業の取得と児童の在籍について【重要】 

第二子以降の出産に伴い仕事を離れる場合は、保育の必要性がなくなるため、在籍児は原則退所となり

ます。ただし以下条件に限り、特例として第二子以降が満 1 歳に達して最初に迎える 4 月末日まで、在籍児

の在籍を認めています。 
○第二子以降の出産のために、保護者が育児休業法に定める育児休業を取得する。 

○児童が現在の施設に継続して在籍する。 

○育児休業を取得した事業所へ復帰をする場合 

（例１：弟妹が１歳児クラス 4 月入所に決定した場合） 

  

 

 

 

 

 

★ ４月末日を超えて育児休業を取得する場合は、在籍児は３月末日をもって退所となります。ただし、在籍児が 5 歳児クラスま
たは第二子以降が待機児童となっている場合は除く。（例２参照） 

（例２：弟妹が 4 月入所保留になった場合） 

  

 

 

 

 

 

 

※保護者が共に育児休業を取得する場合は両親それぞれの育児休業の記載のある就労証明書の提出と、復職した際には復職証

明書の提出が必要です。また、育児休業の対象となっている子が入所決定した場合、保護者は共に入所月の翌月 1 日までに復職

する必要があります。 

※個人事業主で育児による休業中の方は、個人で事業を営んでいる旨の書類（P7 参照）・【個人事業主用】育児による休業取得

証明書を提出すると、上記の特例を利用することができます。 

 

Ａ園に在籍 

令和 9 年５月１日までに復職

する場合（①）は、在籍児は継

続して在籍（②）することができ

ます。 

 

Ａ園に在籍 

産休・育休期間   

 

Ａ園に在籍 

産休・育休期間 

R9.3.31        R9.4.30 

満１歳を迎えた最初の４月 

R8.10.1 

満１歳 

R7.10.1 

第二子以降誕生 

育休（延長） 

① 

弟
妹
入
所
・
育
休
終
了 

R9.4.30 

満１歳を迎えた最初の４月 

 

R8.10.1 

満１歳 

R7.10.1 

第二子以降誕生 

育休（延長） 

弟
妹
入
所
保
留 

令和 7.10.1 生まれ 

R9.3.31 

R7.10.1 生まれ 

（育休延長） 

（復職）★ 

兄姉 

兄姉 

弟妹 

弟妹 
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② 提出書類 

第二子以降の出産に伴い、産前産後休業・育児休業を取得する場合は改めて産前産後休業・育児休

業期間の記載のある就労証明書を提出してください。 

育児休業取得中は、教育・保育給付認定の保育の必要性の事由が「育児休業」に変更になります。 

仕事に復職した場合は、復職証明書を提出してください。 

  〇取得時 

 
産前産後休業・育児休業を取得する場合 個人事業主の方で育児による休業を取得する

場合 

提出書類 

・就労証明書（指定様式） ・【個人事業主用】育児による休業取得証明書

（多摩市様式） 

・個人で事業を営んでいることが分かる書類

（P7 参照） 

様式が取得 

できる場所 

・多摩市子ども・若者政策課窓口 

・多摩市公式ホームページ 

提出期限 

産前産後休業と育児休業期間が定まった日

から、２週間以内 

育児による休業をすることがわかった日から、２週

間以内 

※個人事業主であることがわかる書類の提出が無い

場合については、要件を出産要件などに変更してい

ただくことになります。詳しくはお問い合わせください。 

受付場所 多摩市子ども・若者政策課（郵送可） 

 

〇復帰時 

 
産前産後休業・育児休業から復帰する場合 個人事業主の方で育児による休業から復帰

する場合 

提出書類 復職証明書（多摩市様式） 
復職証明書（個人事業主用）（多摩市様

式） 

様式が取得 

できる場所 

・多摩市子ども・若者政策課窓口 

・多摩市公式ホームページ 

提出期限 復職後２週間以内 

提出場所 多摩市子ども・若者政策課（郵送可） 

※休業を取得した事業所に復職できない場合や復職後２週間以内に復職証明書が提出できない場合は退

所になります。 
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（６）保育所等の退所 

保育所等を退所する場合は、入所審査の空き枠確保の観点から、退所する月の 20 日（土日祝日の場合は

翌開庁日）までに速やかに「保育所等退所届」を提出してください。 

なお、急な引っ越しや転勤等やむを得ない事情等がある場合には、退所する月の月中まで退所の手続きは可

能です。待機されている方の空き枠確保の観点から、早めのご提出にご協力をお願いします。 

退所する月中に提出がないと、翌月の給食費等を納めていただくことになります。 

※退所の取下げはいかなる場合もできません。 

※郵送または電子申請で退所届

を提出された場合は、確認のため

子ども・若者政策課よりお電話を

させていただく場合があります。 

 

 

 

 

６.利用者負担額階層区分について 

幼児教育・保育の無償化と令和７年９月からの東京都の補助による０～２歳児の保育料無償化により、

認可保育所等に通っているお子さんについては、保育料が無償となりましたが、給食費等の補助の算定のため、

引き続き利用者負担額階層区分は決定する必要があります。 

（１）利用者負担額階層区分の決定方法 
特定教育・保育に係る利用者負担額（旧保育料）は、各世帯の市町村民税所得割課税額・子どもの

クラス年齢及び保育時間により決定します。 

※所得割額を計算する場合には、寄付金税額控除、外国税額控除、配当割額又は株式等譲渡所得割

額の控除、配当所得の控除、住宅借入金等特別税額控除を適用しません。 

市町村民税所得割課税額は、基本的に父母の合計で決定しますが、父母が非課税で同居者がいる場

合は、同居者のなかで市町村民税所得割課税額が一番高い一人の金額（家計の主宰者）で利用者負

担額階層を決定します。 

▼利用者負担額階層の決定は年に２回切り替えがあります 

保育料 算定する年度 決定時期 

令和9年度４～８月分（前期） 令和8年度市町村民税所得割課税額 ４月中旬（予定） 

令和9年度９～３月分（後期） 令和9年度市町村民税所得割課税額 ９月中旬（予定） 

提出書類 保育所等退所届（多摩市様式） 

受付場所 多摩市子ども・若者政策課（郵送、電子申請可※） 
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（２）給食費について（3～5歳児クラス向け） 
３歳児クラス以降の保育料については無償となりますが、給食費が保護者負担となります。 

給食費は、生計を一にする小学３年生以下のきょうだいの中で数えた時に第３子以降である在籍児（1 号

認定の児童のみ）、世帯の未就学児（在籍施設有）のみで数えた時に第 3 子以降である在籍児（2 号認

定の児童のみ）、年収３６０万円未満相当世帯については、公費負担で副食費相当額を免除とする予定で

す。 

この算定に市区町村民税所得割の額を使用します。こちらの算定は、従来の保育料決定時期と同様に、4

～8月分、9月～3月分で行います。対象者には別途通知でお知らせします。 

【【利用者負担額階層（給食費補助）の算定方法について（兄弟姉妹がいる場合）】 

多子算定方法 

右記の３人きょうだいがいた場合 

   

 

 

認可保育所等（２号） 第 1 子   

幼稚園・認定こども園（１号） 第 2 子 第 1 子  

※２号の場合は在籍施設がある未就学児の兄弟姉妹の中でカウント、１号の場合は小３以下の兄弟姉妹の中でカウントしま

す。（いずれも生計一の兄弟姉妹に限る。） 
 

（３）令和７年８月以前の保育料を滞納されている世帯について 

保育料を滞納すると、督促状の送付に始まり、保育園を通じての納付催告、地方税法の例により差押

等の滞納処分を行うことがあります。 

保育料は、保育所等の認可施設運営にとって重要な財源です。 

保育料に滞納のある世帯については、指数の減算（－16）を行うため、転所や兄弟姉妹の利用調

整において不利になります。また、認定こども園や、地域型保育施設は施設への直接納付となりますが、施

設運営の把握をするため、施設へ納付状況を確認することがあります。 

（４）市町村民税所得割課税額が変わった場合（全年齢向け） 
税の変更申請により、市町村民税所得割課税額に変更が生じた場合は利用者負担額階層区分が変

わる場合があります。そのため、税額変更を証明する書類を提出してください。 

※同居者で身体障害者手帳、愛の手帳、精神障害者保健福祉手帳を所有している方がいる場合、利

用者負担額階層区分が下がる場合があります。そのため、手帳の写しを提出してください。 

（５）政令指定都市所得割額について（全年齢向け） 
平成30年度から都道府県から指定都市への税源移譲に伴い、政令指定都市のみ、市町村民税の税

率が6％から8％に変更となりました(多摩市は変わらず6%です)。このことに伴い、各年の１月１日時点に

おいて政令指定都市に住んでいた場合の保育料決定につきましては、多摩市での市民税の税率6％として

計算いたします。 

 

3 歳児クラス 10 歳 

（小 4）

（ 

9 歳 

（小 3） 
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７.よくある質問 

就労条件について   

人材派遣会社のＡ社に登録していて、派遣社員としてＢ社に勤務しています。就労証明書はＢ社で記入し

てもらうのでしょうか？ 

派遣社員の方については、必ず派遣元（Ａ社）に作成を依頼してください。 

派遣先での就労期間が申請時点より未来の日付であり、派遣予定の就労証明書の場合には、保育要件を「内

定」として取り扱い、審査します。 

また、提出する就労証明書の「（雇用契約の）満了後の更新の有無欄が「無」または「未定」の場合、契約更新ご

とに、新たな派遣期間が記載された契約書（写）または就労証明書を提出してください。 

 

3月末で仕事を辞めることになりましたが、入所継続はできないのですか？ 

今回の継続申請は現況の確認も兼ねているため、現在の就労先にて就労証明書を発行いただき、ご提出くださ

い。退職後、仕事を探すため週12時間以上の外出を常態とする方は、「求職」の要件で、3ヶ月間の期限付き入所

継続となります。退職後に「給付認定変更届」をご提出ください。仕事を辞めてから3ヶ月以内に就労を開始し、就労

証明書を提出することで、引き続き在籍することが可能になります。求職の方は入所した月の翌々月15日までに就労

証明書を提出、就労内定の方は内定した時点で「就労証明書」を提出してください。就労を開始してから原則２週

間以内に「就労開始証明書」をご提出いただけない場合は、期限月末をもって退所となります。  

 

昨年の入所継続手続き時点で働いていましたが、令和8年10月に仕事を辞めてしまいました。まだ給付認

定変更届は出していませんが、今回の入所継続の手続きで求職と申請すれば、求職に変更できますか？ 

今回の入所継続手続きは、現況と同時に令和9年4月1日時点の保育の必要性を確認するものです。令和8年

10月時点で既に仕事を辞めた場合は、令和8年度の保育の必要性がなくなるため、速やかに「給付認定変更届」

を提出し、保育の必要性の事由を就労から「求職（保育期間3ヶ月）」に切り替えてください。その3ヶ月間で仕事に

就いていただくことが継続して在籍することの条件になります。 

理由なく届出がない場合や、確認時点で保育の要件がなかったことが判明した場合、退所となります。ご注意くださ

い。 

現在、短い時間での勤務ですが、今後時間を増やす予定です。就労証明書にどのように記載すればいいです

か？ 

上記に記載のある通り、現況と同時に令和 9 年 4 月 1 日時点の保育の必要性を確認するものなので、現在の就

労時間で証明いただき継続書類として提出後、お手数ですが勤務時間が変わってから再度就労証明書をご提出くだ

さい。 

 

職場が変わったり会社名が変更となった場合も手続きが必要ですか？ 

はい。新しい職場の就労証明書（指定様式）をご提出ください。 



19 

 

出産・育児休業について   

上の子が認可保育所等に在園していますが、下の子が生まれるので母が産前産後休暇・育児休業をとる予定です。ま

た、父も育児休業をとる予定ですが、上の子は退所になりますか？ 

給与・手当金等が支給される産前産後休暇の期間については、退所不要です。また、その後、①育児休業法に基

づく育児休業を取得②在園児が現施設に継続して在籍する③育児休業を取得した事業所へ復帰をする場合に限

り、下のお子さんが満1歳に達して最初に迎える4月末日まで、上のお子さんの在籍を認めています。その場合、保育の

必要性の事由は『育児休業』となりますので、育児休業期間の記載のある就労証明書を提出してください。（個人事

業主として就労しており、育児による休業を取得する場合はP7参照。）また、両親が同時に育児休業を取得する場

合もP14「（５）① 育児休業の取得と児童の在籍について【重要】」の育休特例は適用されるので、両親それぞれ、

育児休業期間の書かれた就労証明書を提出し、復職した場合はそれぞれ復職証明書を提出してください。（支給認

定が「育児休業」になる場合、施設が登園時間等に制限を設ける場合があります。） 

パート就労等で、産前産後休暇や育児休業の制度がなく仕事を一旦辞める場合または個人事業主にて仕事を

している旨の書類の提出がない等の場合は、「給付認定変更届」の提出により、保育の必要性の事由を「出産」に変

更していただくことで、出産予定月とその前後2ヶ月の計5ヶ月間については継続して在籍することが可能です。 

登園と給食費について    

 下の子の出産で里帰りしていたため、ほとんど登園しなかったのですが、給食費等の割引き等はありますか？ 

割引き・還付等はありません。月中で１日も登園しない場合でも、給食費等の納付が必要です。給食費・延長保

育料等は、月単位での支払いです。 

なお、特段の事由がなく２ヶ月間連続して保育所等に登園しない場合は、退所となりますのでご注意ください。 

２世帯住宅で、祖父母と暮らしています。利用者負担額階層区分の算定はどうなりますか？ 

原則、同居とみなします。父母が非課税の場合で三親等以内の同居者に課税額があれば、一番収入の高い方を

家計の主宰者とみなし、利用者負担額階層区分を決定します。（別居とみなす場合、①税法上の扶養関係でない

こと、②健康保険の扶養でないこと、③住民票上別世帯であること、④公共料金（電気・ガス・水道）の支払いの分

離、⑤生活の共用部分の分離、のすべてを満たす場合、もしくは第三者を介した賃貸契約がある場合の客観的証明

書類があることに限ります。） 

配偶者が、海外で就労しているため、市町村民税課税証明書が出せない場合、どうすればいいですか？ 

両親のどちらかが海外で就労していて、市町村民税課税証明書が提出できない場合は、令和8年度分であれば令

和7年1月1日～令和7年12月31日までの収入、令和9年度分であれば令和8年1月1日～令和8年12月31日ま

での収入が分かる書類を会社等に発行してもらい、提出してください。円換算でなくても受付けできますが、可能な限り

円換算で提出をお願いします。 

給食費が補助されるか知りたいので自分で課税額を確認したい場合、どのようにすればいいですか？ 

市民税所得割額の確認方法 

①「課税証明書」での確認 

該当年度の１月１日時点で住民票があった市区町村で発行できます。※発行には料金がかかります（市区町村に

よって金額が異なる）。 
 

②「市民税・都民税特別徴収税額」「市民税・都民税納税通知書」での確認 

該当年度の１月１日時点で住民票があった市区町村から６月頃に送付されます。「所得割額」の箇所を参照してく

ださい。※市民税所得割額に住宅借入金等特別税額控除・外国税額控除・配当割額又は株式等譲渡所得割額

の控除・配当所得の控除、寄附金税額控除等がある場合は、控除適用前の額で算定します。 
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お問い合わせ・郵送先 

継続利用調整結果について  

 入所継続申込みをしましたが、利用調整結果はいつ頃、どのように連絡が来ますか？ 

入所継続についての通知は行いません。書類不備等ありましたら、市から保護者の方へご連絡いたします。 

その他  

転居しましたが、どのような手続きをすれば良いですか？ 

市内転居の場合 

在籍する施設・市民課での手続きに加え、子ども・若者政策課で「給付認定変更届」等の手続きが必要です。（新し

い住所で支給認定発行を希望する場合は再発行の申請をしてください。） 

多摩市内から市外へ転出する場合 

在籍する施設・市民課での手続きに加え、子ども・若者政策課でも転出の手続きをお願いします。市外に転居した場

合、多摩市からの教育・保育給付認定は受けられなくなります。転出後も保育所・幼稚園等へ在籍する場合は転出

先の自治体でも手続きが必要となります。 
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